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要　約
　労働者人口の減少と高齢化は，地方の産業に深刻なダメージを与え，地方衰退を加速させる。これを補うた
め，IoT の第一次産業への適用による労働効率の向上が期待されている。
　しかし，小規模な農家が自ら IoT 技術を開発し，または大手ベンダー等が製品化したシステムをアレンジ
して導入するのは困難がともなう。
　そこで，多種多様な学部・研究者を擁する地域の大学の出番となる。
　一方，地方国立大学は小規模な研究室単位での研究活動が主体のため，各研究者が単独で地域産業のニーズ
を把握して，それに対応する IoT システムやデバイスの開発を行うには限界がある。このため，各大学は複
数の学部を跨いでの連携や先進的な IT 企業との連携により，組織的に対応して行く必要がある。また，地域
のニーズを把握し，複数の研究者や関連企業をアテンドして連携を築くコーディネータ等の大学の産学官連携
部門の役割も重要となる。
　本稿では，一例として，鹿児島大学における農業 IoT に関する取り組み事例を紹介し，その期待と知財権
化の課題について論じる。
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1．地方の課題
　都市部への人口集中と高齢化による地方社会の衰退
が取りざたされて久しい（1）。
　政府は地方から都市部への人口流出を抑制し，地方
社会の衰退を防止すべく様々な施策を講じている
が（2），少なくとも地方郊外の農村部での人口減少と高
齢化は避けられない状況にある。
　地方の主要産業の一つは農業（畜産業，林業を含
む）であるが，農村部の働き手の減少と高齢化は，日
本の将来云々の問題とは別に，深刻な問題を現実にも
たらしている。

　我が国の農業は，生産物の品質には定評があるもの
の，事業者あたりの規模が小さく，旧態依然とした業
界体質などと相俟って近代化が遅れている（3）。さらに，
我が国の農業にとって「黒船」と称されるTPP 協定
締結による，輸入農産物との競争が待ち受ける。
　我が国の農業，ひいては地方社会を守るためには，
低生産性克服，大規模化，産業化が喫緊の課題である
ことは火を見るより明らかである。
　このような状況下，我が国の農業の発展を目指した
改善策の提言が種々行われている（4）。
　改善策は，農政や物流，バリューチェーン改革等
様々な視点に及ぶが，ロボット，ICT技術，AI，ビッ
グデータ等を活用したいわゆる「スマート農業」の導
入が有望視されている。
　なお，本稿では「スマート農業」のうち，特にセン
サーや ICT技術を農業に活用したものを「農業 IoT」
と呼ぶことにする。

2．スマート農業の拡大と限界
　（1）　スマート農業の導入　
　農林水産省は，スマート農業の発展と普及を目指し
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て様々な施策を講じている（5）。
　例えば，ロボットやドローン，AI，ICT 等の先端
技術を活用したスマート農業の社会実装を推進するべ
く，「スマート農業加速化実証プロジェクト」を中心
に，今後のスマート農業を推進するとしている（6）,（7）。
　スマート農業の概念は広範で，例えば，①経営デー
タ管理，②栽培データ活用，③環境制御，④自動運転
／作業軽減，⑤センシング／モニタリングに分類する
ことができる（8）,（9）。
　また，同省のホームページでは，以下のように，全
国の農業現場で既に導入されているスマート農業の事
例を適用される農業分野ごとに分類して紹介して
いる（6）,（7）。

　a）�耕種分野（稲作，畑作等）における，ICT，ロ
ボット技術の活用

　　・�自動走行トラクター（北海道大学，ヤンマー（株））
　　・自動運転田植機（農研機構）
　　・�水田の水管理を遠隔・自動制御化する圃場水管

理システム（農研機構他）
　　・�圃場の低層リモートセンシングに基づく可変施

肥技術（ファームアイ（株））
　　・�作物の成長に合わせ潅水施肥を自動実行する溶

液土耕システム（（株）ルートレックネット
ワークス）

　　・リモコン式自走草刈機（三陽機器（株））
　　・直線キープ機能付田植機（（株）クボタ）
　　・�AI を活用した施設野菜収穫ロボット技術（革

新的技術開発・緊急展開事業）

　b）畜産分野
　　・�ドローン空撮等の利用による牛群管理体系

（TMRセンターアクシス＆漆原牧場）
　　・�次世代搾乳閉鎖型牛舎，搾乳ロボット等による

省力化スマート酪農（（有）グリーンアンド
ハートケイ他）

　　・�哺乳ロボット，自動給餌機，搾乳ロボットから
なる複合酪農の自動化（（農）霧島第一牧場他）

　また，スマート農業は，営農管理システム，農作業
支援システム，流通管理システムなどの農業用ソフト
ウエア・アプリケーションを中心としたシステムと，
自動運転農業機械や農業ロボットなどのハードウエア

を中心としたシステムに大別できるが，いずれのシス
テムにおいても，センサーや ICT技術を活用した「農
業 IoT」と呼べるものが多く含まれる。

　（2）　スマート農業導入の課題
　スマート農業は本当に，衰退する農業，地方の救世
主となるのか？
　スマート農業は，特に地域の中小規模の農家への導
入について，いくつかの課題が指摘されている。
　第一に，スマート農業は，北海道のような耕作面積
が広く，大規模集約化に向くが，圃場の面積が狭い，
あるいは分散している圃場には適用が難しいとされ
る。例えば，大型の自動運転の耕作機械は狭い圃場で
はその機能を発揮しえず，自動運転による圃場間の移
動も公道を使用するため，安全上，道交法上の問題が
ある（10）。
　第二に，導入コストの問題である。中小規模の農家
にとって，高額なシステムや機器の導入は確実に成果
が出るかどうかわからなければ手を出しづらい（11）。
　第三に，作物の種類や，栽培方法，インフラ環境が
異なれば，他で導入が成功したシステムや機器がその
まま自らの事業場に適用できるとは限らない（11）。

　（3）　課題に対する解決策
　我が国農業の現状では，他の工業製品のように，低
コストのスマート農業システムや機器を汎用品として
量産し，全ての地域や業態に適合させることは性質上
困難である。結果的に，それぞれの地域の特性にあっ
たシステムを，少量多品種的に開発して適用して行く
しかないように考えられる。とはいえ，そのような開
発を行う資金力や発想を個別の農家に求めることは不
可能である。また，メーカーにとっても，そのような
ビジネスは成立しにくいであろう。そこで，地域の駆
け込み寺としての地方国立大学の役割に期待がか
かる。

3．地方国立大学が地域産業の活性化に果たす役割
　（1）　「三つの重点支援の枠組み」
　国立大学の役割として，元来，教育・研究・社会貢
献の三項目が定義されていたが，2016 年，文部科学
省は全 86 の国立大学を「三つの重点支援の枠組み」
に分類し，各大学の機能を明確にした（12）。
　　�重点支援①　�地域のニーズに応える人材育成・研
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究を推進
　　重点支援②　�分野毎の優れた教育研究拠点やネッ

トワークの形成を推進
　　重点支援③　�世界トップ大学と伍して卓越した教

育研究を推進
　地方国立大学の多く（55 大学）は「重点支援①」
の枠組みに属することとなり，「地域のニーズに応え
る人材育成・研究を推進」することが，従来にも増し
て強く求められることになった。つまり，結果的に，
地方国立大学が重点的に果たすべき役割が，地域の課
題を解決するための活動に一致するようになった。も
ちろん，地域のニーズに合致したスマート農業技術を
開発することも，その役割に含まれる。

　（2）�　鹿児島大学の地域に貢献する組織的取り組み
体制

　鹿児島大学が存する鹿児島県は，九州の南端に位置
し，東西約 270km，南北約 600km に広がり，薩摩，
大隅の二大半島からなる県本土に加え，甑島，種子
島，屋久島，トカラ列島，奄美群島など 26 の有人離
島からなり，その文化，自然，産業は多様である。ま
た，鹿児島県は我が国有数の農業県として知られてお
り，農業生産額は全国第 2位である（2017 年度）。
　「重点支援①」に属する鹿児島大学では，産学官連
携を推進し，多様な地域ニーズに応えるべく，以下の

二つの組織を新たに設立した。
　①�　南九州・南西諸島域共創機構　産学・地域共創
センター（13）

　②�　大学院理工学研究科　地域コトづくりセンター（14）

　前者は「地域の防災，医療，観光，エネルギー，製
造業，農林水産業，水産業等に関する課題の解決，地
域イノベーションの創出，その活動成果の教育への反
映等の取組を行う」ことを目的とするものである。ま
た，後者は「理工学研究科の強みを活かし，地域（特
に南九州地域）との関わりで地域活性化や地域産業界
の競争力向上のためのイノベーション創出の一翼を担
う」ことを目的とするものである。
　両者は設立の経緯や組織の成り立ちこそ相違するも
のの，その目的とするところは重複しており，実際，
両者は連携して地域の課題解決にあたることが多い。
　以下，地域農業に特有の課題を解決すべく，両組織
が連携して取り組んだ IoT 技術を活用した農業 IoT
の開発事例を紹介する。

4�．事例Ⅰ「徳之島におけるサトウキビ農業の
IoT 化」

　（1）　徳之島の地理と特徴
　徳之島は，鹿児島市中心部から南に約 468km の位
置にある，面積が約 248k㎡，周囲が約 80km，人口約
24,000 人の鹿児島県奄美群島に属する離島であり（図
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図 1　南西諸島域における徳之島の位置
（出所：国土地理院ウェブ地図）

図 2　徳之島の全体図
（出所：国土地理院ウェブ地図）
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1），徳之島町，天城町，伊仙町の三町で構成される
（図 2）。
　徳之島の主要産業は農業であるが，特にサトウキビ
（図 3）の栽培が盛んで，栽培面積約 3,500ha，生産量
約 19 万トン／年で，島の基幹作物となっている。徳
之島でも他地域の例に漏れず，人口の減少化と高齢化
が進んでおり，離農による人手不足と農地の管理不足
が，島民の一層の収入低下を招いている。
　徳之島のサトウキビの刈り取り作業は，機械化が進
みハーベスター（図 4）による収穫が 97％を超え，効
率化が進んでいるように見える。しかし，それだけで
十分な対応となっているとは考えられず，徳之島のサ
トウキビ栽培に特有の課題を探る必要があった。

　（2）　徳之島におけるサトウキビ産業の課題
　鹿児島大学が独自に現地にてヒアリングを行ったと
ころ，徳之島には以下のような課題があることが分
かった（15）。
　①�　収穫量を予測したいが，人手不足等により全島

図 3　徳之島のサトウキビ畑（13）

図 4　サトウキビ収穫用ハーベスター（13）

的な正確なデータがつかめない。
　②�　製糖工場生産管理のため，作付面積，作付状況
の正確な把握が可能な衛星画像データを取得し
たい。

　③�　単収増加のための糖度分布把握による刈取適地
の判別がしたい。

　④�　製糖工場の計画的な操業のための全島的な生育
状況，収穫状況のリアルタイム把握がしたい。

　⑤�　畑地灌漑水（畑地灌漑施設の整備率 30％）利
用促進のための効果の検証と啓発がしたい。

　⑥�　台風後の散水の時期・量を明確にするためのキ
ビ葉に付着した塩分濃度分布の把握をしたい。

　⑦�　ハーベスターはぬかるんだ畑に入ることはでき
ないため，島内の畑のぬかるみ状況の把握による
ハーベスターの効率的な運用を行ないたい。

　（3）　課題への対応
　上記の課題は，まさにスマート農業が達成しようと
する課題を網羅しているように思える。しかし，上述
したとおり，地域の特性や課題は一様でなく，常にス
マート農業という概念や技術が汎用的に適用できるわ
けではない。つまり，その地域の特性を現場レベルで
把握した上で対応に当たらなければ現実的なものとは
ならない。
　そこで，鹿児島大学では，徳之島のサトウキビ栽培
を産学官連携による地方創生を実践する「実証フィー
ルド」と位置づけ，地域の行政機関等と連携し，IoT
を活用しての課題への対応を開始した。

　（4）　「実証フィールド」における対応
　上記の課題すべてに一度に対応できるシステムを構
築することは，個々の農家はもとより，役場や大学に
とっても困難である。そこで，鹿児島大学では，「IoT
先端農業実証プロジェクト」を立上げ，サトウキビ成
長度合いの把握，圃場別作付状況・作目の分類，収穫
適地の判別，サトウキビの糖度の把握を目指し，サト
ウキビ農業の生産管理，製糖工場の効率化に寄与する
システムを開発することとした（図 5）。以下，図 5
に基づいて，システムの構成を説明する。
　①�　衛星画像は衛星ネットワーク企業から入手し，
データの解析・加工は鹿児島大学の農学部環境情
報システム研究室で行う（図 6）。

　②�　徳之島の徳之島町，天城町，伊仙町のそれぞれ
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のサトウキビ圃場に気象観測用フィールドサー
バー（図 7）を設置，気象観測とともに定点カメ
ラによる圃場の状況も把握している。

　③�　得られた解析データは島内の三ヶ所の役場内に
設置された「IoT 先端農業実証ラボ」におけるパ
ソコン等で農家が自由に閲覧できるようにして
いる。

　④�　さらに，島内にある製糖工場でもデータを閲覧
できるようにし，サトウキビの育成状況・生産管
理の把握，工場の効率・計画的な稼動のために利
用されるようにする。

　（5）　今後の展望
　島内の圃場ごとのサトウキビの糖度の状況がリモー

トセンシングで把握できるようになると，糖度分布把
握による刈取適地の判別をする他，刈取進捗管理によ
る生産管理の精度向上，工場の効率・計画的な稼働が
可能になる等，農家と製糖工場の双方にとって大きな
メリットになる。鹿児島大学の同プロジェクトでは，
糖度分布の把握を可能ならしめるため，引き続きセン
サーや解析技術の向上を図る計画である。また，同プ
ロジェクトの研究期間は 2018 年度から 2021 年度まで
の 4年間であり，データの利活用に関する研修会等を
開催する予定である。図 6　人工衛星画像解析例（13）

図 7　フィールドサーバー（13）

図 5　IoT 先端農業実証プロジェクト（15）

IoT先端農業実証ラボ
（各町役場に設置）

②フィールドサーバー
（各圃場に設置）

①衛星ネットワーク企業

④製糖工場③サトウキビ農家

鹿児島大学

・気象情報
・定点画像情報

・衛星画像

データを自由に閲覧

・解析データを提供

・育成状況把握
・ハーベスターの効率的活用

・工場の効率的稼動
・計画的生産管理

・役場における農政政策策定

糖度センサー
（今後の取組） ・データ解析、加工

・圃場ごとの糖度情報
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5�．事例Ⅱ「IoT 技術を活用した肉用鶏飼育衛生
管理システム」

　（1）　鹿児島県における養鶏産業の課題
　鹿児島県の肉用鶏（ブロイラー）の生産量は，全国
に占める割合が 20％弱（2018 年度）と，鹿児島県の
基幹産業の一つとなっている。また，養鶏農家一戸あ
たりの飼育羽数は上昇を続け，農家・鶏舎の大型化が
進んでいる。一方，養鶏業でも，例に漏れず，人手不
足と高齢化が進み，生産業務の効率化・省力化が急務
である。
　特に，広大な床面積の鶏舎内において数万羽単位で
平飼いされることが多い肉養鶏は，高病原性鳥インフ
ルエンザなどの感染症の蔓延の防止へ向けた防疫体制
の強化も喫緊の課題となっている。

　（2）　鹿児島大学における取り組み
　鹿児島大学では，このような課題を解決する目的
で，地域の農業関係企業，行政機関，大手 ICT 企業
グループ等と連携し「ブロイラー養鶏飼養衛生管理シ
ステム開発コンソーシアム」を形成，農研機構の競争
的研究資金（革新的技術開発・緊急展開事業「人工知
能ロボットを活用したブロイラー養鶏飼養衛生管理シ
ステムの開発」）を得て，鹿児島大学共同獣医学部の
小澤真准教授（獣医師，医学博士）を研究代表者とし
て開発を進めている（16）。

　（3）　喫緊の課題とその対策
　肉用鶏の飼育において喫緊の課題は，感染症の予防
である。平飼い肉養鶏の鶏舎従業員は，感染症の早期
発見・蔓延防止をはじめ，適切な飼養衛生環境を維持
するために，定期的（少なくとも 1日 1回）に死亡鶏
の探索および回収作業を実施し，その回収羽数を記録
する。　
　また法令により，一定以上の死亡羽数が記録された
場合には，直ちに行政機関へ通報することが義務付け
られている。
　このような労苦から，養鶏業に従事する者を開放す
べく，このシステムの開発が，産学官連携のもとに進
められている。

　（4）　技術の内容
　①　死亡鶏回収用モバイルロボット
　本システムは，モバイルロボットに 2種類のカメラ

（鶏舎天井に貼付したロボット自己位置推定用AR
マーカーを認識するための上向きARマーカー識別用
カメラ，及びロボットの進行方向の死亡鶏を検出する
ための下向きの死亡鶏認識センサカメラ）と，死亡鶏
を回収するためのクリッパー（アーム）型回収機械装
備を搭載することで，鶏舎内を自律移動しながら死亡
鶏を探索・回収する（図 8）。
　当該モバイルロボットは，鶏舎従業員の死亡鶏回収
業務を代替することで，肉養鶏生産業務の省力化に貢
献する。
　②�　ARマーカーおよび識別用カメラによるロボッ
トの位置認識

　死亡鶏回収用モバイルロボットは，鶏舎内を移動し
死亡鶏を確保しては，所定の位置に移動して廃棄し，
また回収作業を行なうという動作を繰り返すため，鶏
舎内における自己の正確な位置認識が必要である。本
システムでは，鶏舎の天井の所定位置にARマーカー
を等間隔に複数貼り付け，モバイルロボットのAR
マーカー識別用カメラでそれぞれのARマーカーを認
識することにより，自己の位置を正確に知ることがで
きるようにした。
　図 9の左図及び右上図は，実験室において，天井に
貼り付けられたARマーカー（矢印）を，モバイルロ
ボットがARマーカー識別用カメラ（四角枠）で自己
の位置の動作確認を行なっている様子を示している。
また，図 9の右下図は実際の鶏舎内に持ち込んで，鶏
舎内の天井に貼り付けられたAR識別用マーカー（矢
印）を，モバイルロボットのARマーカー識別用カメ
ラ（四角枠）により自己の位置を認識しての動作確認
を行なったものである。
　③　死亡鶏認識センサカメラによる死亡鶏の確認
　モバイルロボットが鶏舎内を移動すると，元気な鶏
は逃げ惑う。しかし，死んだ鶏やそれに近い重篤な状
態にある鶏は動くことができない。そこで，モバイル
ロボットは，前方に設置された死亡鶏認識センサカメ
ラにより，そのような動かない鶏を死亡鶏として認識
し，回収の工程に入る（図 10）。
　④　モバイルロボットによる死亡鶏の回収
　死亡鶏の位置が確認できれば，モバイルロボットに
搭載された制御装置により，ロボットの位置を制御し
つつ，ロボットの先端下部に取り付けられたクリッ
パーにより，死亡鶏の回収を行なう。なお，図 11 に
示すように，死亡鶏の回収機械装備は，クリッパー型
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に換えてロボットの先端部にカゴが装備されたフォー
ク型のものも使用できる。

　（5）　今後の課題
　本システムの開発チームは，地域の養鶏業者等の協
力を得て，試作機を稼動させて効果を確認するととも

に，課題を抽出して実用化に向けての開発をさらに進
めている。例えば，現在認識されている課題だけでも
次のようなものがある。
　①　画像認識の精度
　モバイルロボットが近づいても逃げない（動かな
い）健康な鶏がいた場合，どのように対処するか？

図 8　死亡鶏回収用モバイルロボット（16）

図 9　ARマーカーによるモバイルロボットの位置認識（16）
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　②　モバイルロボットの安全性・耐久性
　モバイルロボットは自走式で移動するが，安全性に
ついて問題はないか？
　また，耐久性について問題はないか？
　③　実用性（コスト）
　本システムは作業者の負担を軽減できるのは間違い
ないが，コストとの兼ね合いで実用的なものであ
るか？
　また，本開発チームは，死亡鶏回収機械装備のみな
らず，鶏舎内の天井に各種カメラ（可視カメラ，距離
カメラ，サーモカメラ）を設置し，鶏の発育状況や活

動状況を分析する機能を追加する試みを行なってい
る。さらに，鶏舎内に各種センサーを設置し，鶏舎内
外の温度，空調，給水，給餌などをリアルタイムで統
合的に管理し，ダッシュボードに表示するシステムの
開発を併せて行なっている。
　これらの実証研究やシステムの改良を続けると，新
たな課題も見えてくるはずである。
　今後，コンソーシアムのメンバーとともに開発を継
続し，実用化に向けての完成度を高めて行くことにし
ている。

図 10　死亡鶏認識センサカメラによる死亡鶏の確認（16）

図 11　モバイルロボットの死亡鶏回収機械装備（16）
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6．知財権化が困難な農業 IoT の事例
　上記二つの事例では，関連の技術について鋭意知財
権化を遂行中である。しかし，地域の課題を解決する
ために，新たに取組んだ研究成果でも知財権の取得が
上手くいかない場合がある。
　例えば，以前，鹿児島大学では，地域の畜産農家の
作業効率改善のため，動物の体調の変化を迅速かつ正
確に知ることができ，動物の超早期の獣医学的診断・
治療が可能になる遠隔診断システムの開発を実施
した。
　他方，牛の首輪や下顎等，牛の体の表面に装着され
た体温センサー等により計測されたデータを無線送信
し，そのデータを解析することにより，健康状態発情
や分娩のタイミング把握する方法が従来から開示され
ていた（17）,（18）,（19）。しかし，獣医学的な診断と処置を
IoT技術により迅速に行なうためには，より正確な牛
の体温等のデータをリアルタイムで把握し，症状を解
析した上で適切な処置を行なう必要があった。このた
め，鹿児島大学共同獣医学部では通信機能と体温セン
サー等を備えたチップを牛の耳根部（図 12）又は尾
根部（図 13）の表皮内に埋め込むことにより，上記
の課題を解決するシステムを開発し，特許出願を行っ
た（20）。
　しかし，本願は特許庁の審査において，類似技術の
先行特許文献（17）を主な引用例として進歩性がないと
して拒絶された。本願発明は，獣医学的見地からセン
サーを埋め込む部位を耳根部の皮下または尾根部の皮
下に特定したことが特徴であり，また診断プロセス
（例えば図 14 のフローチャート）も先行文献と異なる
旨を明確にして特許性を主張したが，いずれも当業者
の設計事項とされ，拒絶査定となった。審判を請求し

て権利化を図る途もあったが，出願書類の記載範囲で
は，有効な反論材料が見出せず，権利化を諦めざるを
えなかった。
　産学連携のための公表時期との関係で，本発明の優
位性を十分に示すための臨床データを明細書に盛り込
むことができなかったことが，補正や反論等の手段の
範囲を狭めたともいえる。
　特許庁は特許・実用新案審査ハンドブックの参考資
料として「IoT 関連技術等に関する事例について」（21）

を公開した。同事例によれば，IoT 関連技術といえど
も，進歩性判断については，従来の発明分野との差異
は特段ないと考えられる。上記の事例は，地域の畜産
農家の現状に沿い，身近な課題を解決するための手段
を開発しても，既に包括的な概念や要素技術を開示し
た文献が公開されている場合が多く，有用な技術で
あっても多少の改良・改善では進歩性が認められず，
知財権化は難しいという現実の一例を示している。

7�．地域に密着した農業 IoT の開発と知財権化の
ジレンマ

　地域の農業における課題はその地域の特性に応じて
様々であり，農業 IoT を汎用品として商品化しても
地域の実情に適合しない場合が多いと思われる。実用
的な農業 IoT を開発するためには，地域に密着して
特有の課題を抽出し，その解決策を講じて行く必要が
ある。
　一方，地域密着型の農業 IoT を知財権化すること
については，以下のような問題がある。図 12　耳根部皮下に埋め込まれた半導体チップ（20）

図 13　尾根部皮下に埋め込まれた半導体チップ（20）
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　第一に，上記の事例で見たとおり，地域密着型の農
業 IoT 技術は，基本的に公知技術の組み合わせにな
る場合が多い。新たに発掘された地域の課題に対し
て，既存技術を組み合わせて解決を図ること自体は，
非常に価値のある取り組みといえる。しかし，それを
知財権化しようとしたときに，特許庁の審査において
単なる公知技術の組み合わせと判断されれば，如何に
有用な技術とはいえ特許査定を得ることは難しい。つ
まり，詳細な限定を排除した上位概念の広い権利を取
得しようとすれば，公知技術の寄せ集め，または単な
る転用として，進歩性がないと判断される可能が高
い。従って，このようなケースでは，請求項の構成要
素を狭い範囲に限定して権利化を図らざるを得ない。
　特許庁は，「IoT 関連技術の特許分類情報の蓄積」
として，広域ファセットによる特許分類情報を公開
し，特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）で IoT
関連技術に関する特許情報の収集・分析を行うことが
可能となったとしている（22）。
　上記「蓄積」によれば，IoT 技術全般（広域ファ

セット ZIT）の公開件数は 2571 件（2019 年 9 月 5 日
現在）であるが，そのうち，農業用・漁業用・鉱業用
（広域ファセット ZJA）に該当する公開件数は，28 件
にすぎない。このうち，登録査定を受けているのは
18 件であるが，その多くは審査の過程で，請求項の
記載を具体的な内容に絞り込んで権利化を果たして
いる。
　第二に，当該地域の課題解決のみに役立つような，
狭い範囲の知財権を取得してもビジネス的な意味があ
るかという疑問である。知財権を取得する意味は，言
うまでもなく，技術を独占し他社との競争において優
位に立つことである。あるいは，当該技術を他社にラ
イセンスして実施料を得ることである。しかし，狭い
地域や特殊な業態にしか適用できない知財権では，そ
もそも参入してくる競合がいないため，知財権を取得
しても活用できるのかという疑問が湧く。公的補助を
受けたプロジェクト的な開発活動では，活動成果のア
ピールの一貫として，モニュメント的な知財権を取得
することはそれなりの意味がある。しかし，そのよう

 

１ 半導体チップ  

２ 中継器 

３ インターネット回線  

４ データ処理装置  

５ 端末装置 

図 14　動物の超早期の診断・治療が可能になる遠隔診断システム（20）
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な状況下であっても，知財権本来の価値をビジネスの
世界で発揮させようとすれば，費用対効果も含めた活
動のさらなる考察と戦略の構築が必要になる。

8．まとめ
　本稿では，主に，地域の課題に対応した農業 IoT
の開発事例として，現在も進行中の鹿児島大学の取り
組み事例について紹介した。また，知財権化が困難で
ある農業 IoTの開発事例についても紹介し，農業 IoT
の開発と知財権化のジレンマの存在についても論
じた。
　地方の大学が単独で上記ジレンマの解決策を見出す
ことは難しい。
　とはいえ，地方の大学の役割に鑑みれば，先ずは既
存技術の組み合わせであっても，第三者の知財権に留
意しつつ（幸か不幸か当該分野の広い権利範囲の知財
権は成立し難いと思われる），当該技術開発により迅
速に地域の課題の解決を図ることを優先すべきであ
る。そして，同時に次世代通信技術やAI，ロボット
等の他の要素技術の進展を睨みながら，多様な課題に
対応できる柔軟かつ汎用的な次世代の農業 IoT 技術
に昇華させて，地域の課題を包括的に解決しうる強力
な知財権を取得してゆくのが理想であると考える。
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